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第54回通常総代会の開催結果について第54回通常総代会の開催結果について



役
員
の
ご
紹
介

【
理
事 

19
名
】

代
表
理
事
組
合
長　

新
谷　

克
己
（
常　

勤
）

常
務
理
事　
　
　
　

藤
田　

修
一
（
常　

勤
）

常
務
理
事　
　
　
　

岡
塚　

忠
浩
（
常　

勤
）

理　
　

事　
　
　
　

吉
野　

成
明
（
非
常
勤
）

理　
　

事　
　
　
　

西
村
芙
美
江
（
非
常
勤
）

理　
　

事　
　
　
　

仙
崎
登
喜
夫
（
非
常
勤
）

理　
　

事　
　
　
　

山
本　

敏
則
（
非
常
勤
）

理　
　

事　
　
　
　

稲
岡　

利
男
（
非
常
勤
）

理　
　

事　
　
　
　

不
動
万
里
子
（
非
常
勤
）

理　
　

事　
　
　
　

堂
寺　

健
一
（
非
常
勤
）

理　
　

事　
　
　
　

高
井　

政
義
（
非
常
勤
）

理　
　

事　
　
　
　

岡　
　

雅
博
（
非
常
勤
）

理　
　

事　
　
　
　

藤
井
外
茂
次
（
非
常
勤
）

理　
　

事　
　
　
　

小
山　
　

剛
（
非
常
勤
）

理　
　

事　
　
　
　

福
田　

友
枝
（
非
常
勤
）

理　
　

事　
　
　
　

寺
井　

康
人
（
非
常
勤
）

理　
　

事　
　
　
　

中
川　

信
幸
（
非
常
勤
）

理　
　

事　
　
　
　

野
村　

時
夫
（
非
常
勤
）

理　
　

事　
　
　
　

大
石　
　

守
（
非
常
勤
）

【
監
事 

５
名
】

代
表
監
事　
　
　
　

島
田
多
加
夫
（
常　

勤
）

監　
　

事　
　
　
　

町
岡　

祐
一
（
非
常
勤
）

監　
　

事　
　
　
　

東　
　

博
明
（
非
常
勤
）

監　
　

事　
　
　
　

坂
口　

美
彦
（
非
常
勤
）

員
外
監
事　
　
　
　

山
田　

隆
英
（
非
常
勤
）

代
表
理
事
組
合
長　

新　

谷　

克　

己

面
勝
訴
が
確
定
い
た
し
ま
し
た
こ
と
を
ご
報
告
申
し

上
げ
ま
す
と
と
も
に
、
以
前
に
も
増
し
て
皆
様
に
安

心
と
信
頼
を
提
供
し
て
参
り
た
い
と
考
え
て
お
り
ま

す
。

　

次
期
の
中
期
３
か
年
計
画
に
お
い
て
は
、
こ
れ
ま

で
取
組
ん
で
参
り
ま
し
た
「
Ｊ
Ａ
自
己
改
革
」
を
さ

ら
に
推
し
進
め
、「
農
業
者
の
所
得
増
大
」
と
「
農

業
生
産
の
拡
大
」を
目
指
す
こ
と
と
し
て
お
り
ま
す
。

　

そ
の
た
め
の
Ｊ
Ａ
自
身
の
組
織
基
盤
、
経
営
基
盤

の
強
化
を
図
り
、
十
分
な
機
能
発
揮
を
実
現
す
る
べ

く
、
支
店
の
統
廃
合
や
県
域
の
広
域
合
併
問
題
等
に

つ
い
て
、
今
後
、
組
合
員
の
皆
様
と
協
議
を
重
ね
、

ご
理
解
、ご
協
力
を
求
め
て
い
く
予
定
で
あ
り
ま
す
。

　

年
号
が
令
和
に
改
ま
り
、
国
内
農
業
は
Ｔ
Ｐ
Ｐ
11

や
日
欧
Ｅ
Ｐ
Ａ
の
発
効
、
さ
ら
に
は
日
米
の
新
貿
易

交
渉
の
開
始
な
ど
大
き
な
変
革
期
を
迎
え
て
お
り
ま

す
が
、
当
Ｊ
Ａ
は
引
き
続
き
地
域
農
業
の
振
興
を
通

じ
て
地
域
の
活
性
化
に
貢
献
で
き
る
組
織
を
目
指
し

て
、
一
丸
と
な
っ
て
取
組
ん
で
参
る
所
存
で
あ
り
ま

す
の
で
、
皆
様
の
な
お
一
層
の
ご
支
援
・
ご
協
力
を

重
ね
て
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

 

ご 

挨 

拶

　

暑
中
お
見
舞
い
申
し
上
げ
ま
す
。

　

盛
暑
の
折
、
組
合
員
の
皆
様
に
は
ま
す
ま
す
ご
健

勝
の
こ
と
と
お
慶
び
申
し
上
げ
ま
す
。

　

平
素
よ
り
、
Ｊ
Ａ
事
業
全
般
に
わ
た
り
格
別
の
ご

理
解
と
ご
協
力
を
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
こ
と
に
対

し
、
衷
心
よ
り
厚
く
お
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

　

平
成
30
年
度
は
、
猛
暑
、
集
中
豪
雨
、
台
風
な
ど

農
作
物
に
と
っ
て
は
厳
し
い
気
象
条
件
で
あ
り
ま
し

た
が
、
主
力
の
コ
メ
を
は
じ
め
生
産
者
の
皆
様
の
ご

努
力
に
よ
り
一
定
の
販
売
品
取
扱
高
を
確
保
す
る
こ

と
が
で
き
ま
し
た
。

　
Ｊ
Ａ
の
経
営
面
に
お
い
て
も
生
産
農
家
数
の
減
少

や
長
引
く
マ
イ
ナ
ス
金
利
政
策
等
が
相
俟
っ
て
、
収

益
環
境
は
厳
し
さ
を
増
す
ば
か
り
で
あ
り
ま
す
が
、

組
合
員
並
び
に
地
域
利
用
者
の
皆
様
の
温
か
い
ご
支

援
、
ご
協
力
に
よ
り
、
平
成
30
年
度
決
算
収
支
は
当

初
計
画
を
上
回
る
経
常
利
益
と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
こ
れ
ま
で
、
組
合
員
の
皆
様
に
長
ら
く
ご

心
配
を
お
か
け
し
て
お
り
ま
し
た
当
Ｊ
Ａ
に
対
す
る

一
連
の
訴
訟
関
係
に
つ
き
ま
し
て
は
、
昨
年
、
残
る

民
事
訴
訟
１
件
が
終
結
し
、
こ
れ
を
も
っ
て
先
の
刑

事
事
件
８
件
、
民
事
訴
訟
２
件
と
併
せ
当
Ｊ
Ａ
の
全

ＪＡしか　2019. ７　②



③　ＪＡしか　2019. ７

『農業と地域に根ざし、『農業と地域に根ざし、
地域社会と共存する地域社会と共存する
ＪＡをめざして』ＪＡをめざして』

　ＪＡ志賀の第54回通常総代会は、６月29日(土)午前10時
より志賀町文化ホールで開かれました。総代数520名のうち、
479名(本人出席301名、議決権行使178名)の出席により会
議が成立し、新谷組合長の開会の挨拶に続き、来賓の庄田副町
長が祝辞を述べた後、議長には細川一元総代(中甘田地区)を選
任し議案の審議に入りました。
　慎重なる審議の結果、平成30年度事業報告及び剰余金処分
案承認の件のほか、上程された全議案が原案通り可決・承認さ
れました。

第 54 回第 54 回

通常総代会開催通常総代会開催

第
54
回 

通
常
総
代
会
提
出
議
案

　
【
審
議
事
項
】

　

第
１
号
議
案　

平
成
30
年
度
事
業
報
告
及
び
剰
余
金
処

分
案
承
認
の
件

　

第
２
号
議
案　

第
５
次
中
期
３
か
年
計
画
並
び
に
地
域

農
業
戦
略
の
設
定
の
件

　

第
３
号
議
案　

令
和
元
年
度
事
業
計
画
の
設
定
の
件

　

第
４
号
議
案　

定
款
の
一
部
変
更
の
件

　

第
５
号
議
案　

会
計
監
査
人
選
任
の
件

　

第
６
号
議
案　

理
事
及
び
監
事
の
報
酬
に
関
す
る
件

　
【
報
告
事
項
】

　

①
平
成
30
年
度
貸
借
対
照
表
、
損
益
計
算
書
、
注
記
表
、

附
属
明
細
書
並
び
に
全
国
監
査
機
構
及
び
監
事
の
監

査
報
告
に
つ
い
て

　

②
「
株
式
会
社 

Ｊ
Ａ
ア
グ
リ
サ
ポ
ー
ト
し
か
」
の
平
成

30
年
度
事
業
報
告
及
び
令
和
元
年
度
事
業
方
針
に
つ

い
て

　

③ 「
Ｊ
Ａ
バ
ン
ク
基
本
方
針
」の
変
更
に
つ
い
て 



ＪＡしか　2019. ７　④

平
成
30
年
度　

事 

業 

報 

告
平
成
30
年
４
月
１
日
か
ら

平
成
31
年
３
月
31
日
ま
で

金
定
期
貯
金
」
募
集
、
ま
た
恒
例
の
夏
・

冬
ボ
ー
ナ
ス
時
期
の
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
実
施

や
給
振
獲
得
と
合
わ
せ
、
年
金
口
座
の
獲

得
を
核
と
し
て
取
組
み
ま
し
た
。 

　

ま
た
、
各
機
関
と
の
連
携
に
よ
る
農
業

融
資
の
増
大
に
努
め
ま
し
た
。

　

平
成
30
年
度
は
、
組
合
員
・
利
用
者
の

皆
様
と
の
関
係
強
化
の
徹
底
と
新
た
な
仲

間
作
り
、
事
業
の
効
率
化
の
促
進
と
永
続

的
な
保
障
提
供
に
向
け
た
態
勢
整
備
を
基

本
方
針
と
し
、
こ
れ
に
基
づ
く
５
つ
の
重

点
事
項
を
実
践
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
８
月
末
の
豪
雨
、
９
月
の
台
風

21
号
の
建
物
被
害(

４
９
２
件　

支
払
共

済
金
188
百
万
円)

に
つ
い
て
迅
速
な
対
応

に
努
め
ま
し
た
。

　

多
様
化
す
る
組
合
員
の
ニ
ー
ズ
に
対
応

す
る
為
、
営
農
部
門
と
の
連
携
を
よ
り
一

層
深
め
、
生
産
コ
ス
ト
低
減
に
よ
る
農
業

所
得
の
向
上
に
寄
与
す
る
と
と
も
に
、
安

心
で
信
頼
さ
れ
る
商
品
・
資
材
の
提
供
、

更
に
は
き
め
細
や
か
な
サ
ー
ビ
ス
提
供
に

取
組
ん
で
ま
い
り
ま
し
た
。

　
「
地
域
農
業
戦
略
」
取
組
み
最
終
年
度

と
し
て
、
経
営
所
得
安
定
対
策
加
入
支
援

を
継
続
し
て
行
う
と
と
も
に
、
認
定
農
業

者
を
は
じ
め
と
す
る
地
域
の
担
い
手
と
連

携
し
、
農
業
振
興
に
努
め
ま
し
た
。

　

ま
た
、
農
業
経
営
基
盤
の
安
定
化
に
向

け
て
、
集
落
営
農
組
織
間
が
連
携
し
情
報

の
共
有
化
を
図
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り

を
支
援
す
る
た
め
、「
Ｊ
Ａ
志
賀
集
落
営
農

組
織
連
絡
協
議
会
」
を
発
足
致
し
ま
し
た
。

　

基
幹
作
物
の
米
に
つ
い
て
は
、「
う
ま

い
・
き
れ
い
石
川
米
づ
く
り
運
動
」
の
も

と
、「
能
登
米
・
志
賀
米
」
を
軸
と
し
た

良
質
米
生
産
を
は
じ
め
、
新
規
需
要
米
生

産
拡
大
に
も
取
組
み
ま
し
た
。

　

平
成
30
年
産
米
の
作
況
指
数
は
、
能
登
地

区
100
（
前
年
度
99
）
と
な
る
な
か
、
集
荷

実
績
５
６
，
４
１
２
俵
、
販
売
高
697
百
万

円
（
計
画
対
比
99・７
％
）
と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
園
芸
品
目
で
は
、
異
常
気
象
に
よ

る
単
収
・
出
荷
量
の
減
少
が
影
響
し
、
販

売
高
198
百
万
円(

計
画
対
比
91
・
７
％)

と
な
り
ま
し
た
。

　

育
苗
施
設
で
は
、
県
指
導
目
標
量
の
遵

守
や
適
期
播
種
作
業
に
よ
る
健
苗
生
産
に

取
組
む
ほ
か
、
本
年
度
か
ら
「
ひ
ゃ
く
ま

ん
穀
」、「
高
密
度
苗
」
生
産
に
取
組
ん
だ

結
果
、
１
３
７
，
２
０
８
箱
の
利
用
実
績

と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
共
同
乾
燥
調
製
施
設
で
は
、「
慣

行
コ
シ
ヒ
カ
リ
」「
志
賀
米
コ
シ
ヒ
カ
リ
」

に
加
え
、「
能
登
米
コ
シ
ヒ
カ
リ
」「
ひ
ゃ

く
ま
ん
穀
」
の
荷
受
を
開
始
し
、
円
滑
な

施
設
運
営
の
も
と
、
大
口
利
用
者
割
引
や

ス
タ
ン
ド
バ
ッ
ク
フ
レ
コ
ン
購
入
助
成
の

継
続
実
施
な
ど
利
用
率
向
上
に
取
組
む
と

と
も
に
、
良
質
米
の
安
定
生
産
に
努
め
た

結
果
、
主
食
用
米
の
施
設
利
用
量
は
、
１
，

４
７
６
ｔ（
２
４
，
６
１
３
俵)

の
実
績
と

な
り
ま
し
た
。

　
Ｊ
Ａ
経
営
を
取
巻
く
環
境
は
、
農
家
数

の
減
少
等
に
伴
う
事
業
取
扱
高
の
低
迷
や

マ
イ
ナ
ス
金
利
の
影
響
等
か
ら
厳
し
さ
を

増
す
一
方
と
な
っ
て
お
り
、
経
営
基
盤
・

組
織
基
盤
確
立
の
課
題
が
浮
き
彫
り
と

な
っ
て
お
り
ま
す
が
、
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
自

己
改
革
の
着
実
な
実
践
に
よ
り
組
合
員
の

皆
様
の
安
心
と
信
頼
を
得
る
べ
く
地
域
農

業
の
振
興
と
地
域
の
活
性
化
を
目
指
し
て

各
種
事
業
を
展
開
し
ま
し
た
。

　

こ
う
し
た
な
か
、
第
４
次
中
期
３
か
年

計
画
の
最
終
年
度
と
し
て
取
組
ん
で
ま
い

り
ま
し
た
。

　

結
果
、
経
常
利
益
85
百
万
円
、
当
期
剰

余
金
52
百
万
円
と
い
う
結
果
を
残
す
こ
と

が
で
き
ま
し
た
。

　

人
口
の
減
少
に
よ
る
相
続
貯
金
の
流
出

は
じ
め
、少
子
・
高
齢
化
が
進
む
な
か
「
利

用
者
の
皆
様
か
ら
一
層
必
要
と
さ
れ
る
Ｊ

Ａ
バ
ン
ク
」
の
実
現
に
向
け
、
信
頼
の
確

保
や
、
身
近
で
便
利
な
メ
イ
ン
バ
ン
ク
機

能
向
上
を
目
指
し
、
年
金
・
ロ
ー
ン
相
談

会
の
開
催
、
住
宅
・
マ
イ
カ
ー
・
教
育
等

各
種
ロ
ー
ン
の
低
金
利
提
供
、
独
自
の
高

金
利
対
応
「
退
職
金
定
期
貯
金
」
や
「
年

　

信 

用 

事 

業

平成30年度の主な事業実績 ( 単位：千円 )

項　目 計画額 実績額 対　比

貯　金（平均残高） 44,465,000 44,623,394 100.4％

貸付金（平均残高） 9,470,000 9,571,610 101.1％

長 期 共 済 1,329,000 1,473,034 110.8％

年 金 共 済 71,000 90,178 127.0％

購  買  品 1,565,400 1,684,978 107.6％

販  売  品 1,455,000 1,410,689 97.0％

　

共 

済 

事 

業

　

購購  

買買  

事事  

業業

　

営
農
指
導
・
販
売
事
業

　

利 
用 
事 
業

『農業と地域に根ざし、地域社会と共存する ＪＡをめざして』



平成30年度　貸借対照表 (平成31年３月31日現在) （単位：円）

組合員数

出資口数 （単位：口）

資格区分 期　　首 当期増加 当期減少 期　　末 増　　減
正 組 合 員 3,816 64 129 3,751 ▲65
准 組 合 員 1,924 58 46 1,936 12

計 5,740 122 175 5,687 ▲53

資格区分 期　　首 期　　末 増　　減
正 組 合 員 822,706 804,989 ▲ 17,717
准 組 合 員 101,226 102,774 1,548
処分未済持分 3,694 7,828 4,134

計 927,626 915,591 ▲ 12,035

出資１口金額　　1,000円
払込済出資総額　915,591,000円

⑤　ＪＡしか　2019. ７

単体自己資本比率　25.96％

科　　　　目 金　　　　額
（資産の部）
１．信用事業資産 46,476,675,290
（１）現　金 167,101,628
（２）預　金 32,929,908,854
系統預金 32,113,463,163
系統外預金 816,445,691

（３）有価証券 4,752,104,000
国　債 2,099,980,000
地方債 1,620,154,000
社　債 1,031,970,000

（４）貸出金 8,651,528,467
（５）その他の信用事業資産 50,931,475
未収収益 40,666,849
その他の資産 10,264,626

（６）貸倒引当金 ▲ 74,899,134
２．共済事業資産 2,312,323
（１）その他の共済事業資産 2,312,323
３．経済事業資産 480,324,110
（１）受取手形 1,271,176
（２）経済事業未収金 343,164,142
（３）経済受託債権 41,733,467
（４）棚卸資産 96,719,408
購買品 59,317,330
繰越諸材料 35,549,190
その他の棚卸資産 1,852,888

（５）その他の経済事業資産 17,185,959
（６）貸倒引当金 ▲ 19,750,042
４．雑資産 117,409,658
５．固定資産 799,616,208
（１）有形固定資産 798,104,133
建　　物 2,365,839,781
機械装置 603,605,085
土　　地 150,616,892
その他の有形固定資産 429,664,166
減価償却累計額 ▲ 2,751,621,791

（２）無形固定資産 1,512,075
その他の無形固定資産 1,512,075

６．外部出資 2,196,216,400
（１）外部出資 2,196,216,400
系統出資 2,054,772,000
系統外出資 91,544,400
子会社等出資 49,900,000

資産の部合計 50,072,553,989

科　　　　目 金　　　　額
（負債の部）
１．信用事業負債 44,456,668,437
（１）貯　金 44,362,636,533
（２）その他の信用事業負債 94,031,904
未払費用 10,920,485
その他の負債 83,111,419

２．共済事業負債 293,792,000
（１）共済資金 199,774,698
（２）未経過共済付加収入 90,514,745
（３）共済未払費用 2,003,497
（４）その他の共済事業負債 1,499,060
３．経済事業負債 219,159,547
（１）経済事業未払金 142,780,522
（２）経済受託債務 73,549,793
（３）その他の経済事業負債 2,829,232
４．雑負債 277,353,576
（１）未払法人税等 19,555,700
（２）資産除去債務 24,604,265
（３）その他の負債 233,193,611
５．諸引当金 239,546,660
（１）賞与引当金 11,748,500
（２）退職給付引当金 215,501,604
（３）役員退職慰労引当金 12,053,705
（４）ポイント引当金 242,851
６．繰延税金負債 61,005,135
負債の部合計 45,547,525,355
（純資産の部）
１．組合員資本 4,124,163,451
（１）出資金 915,591,000
（２）利益剰余金 3,216,400,451
利益準備金 1,042,949,698
その他利益剰余金 2,173,450,753
リスク管理積立金 714,760,454
農業経営基盤積立金 145,000,000
施設整備積立金 324,000,000
税効果積立金 92,270,107
特別積立金 500,913,815
当期未処分剰余金 396,506,377
（うち当期剰余金） (52,519,889)

（３）処分未済持分 ▲ 7,828,000
２．評価・換算差額等 400,865,183
（１）その他有価証券評価差額金 400,865,183
純資産の部合計 4,525,028,634
負債及び純資産の部合計 50,072,553,989

通 常 総 代 会



平成30年度　損益計算書 (平成30年４月１日から平成31年３月31日まで) 
（単位：円）

（単位：円）剰余金処分
１．出資配当は年1.0％の割合である。

２．次期繰越剰余金には、営農指導、生活・文
化改善の事業の費用に充てるための繰越額
10,000,000円が含まれている。

ＪＡしか　2019. ７　⑥

科　　　　目 金　　　　額
１．当期未処分剰余金 396,506,377
２．剰余金処分額 58,908,600
（１）利益準備金 15,000,000
（２）任意積立金 35,000,000
リスク管理積立金 35,000,000

（３）出資配当金 8,908,600
３．次期繰越剰余金 337,597,777

科　　　　目 金　　　　額
１．事業総利益 954,152,211
（１）信用事業収益 415,588,359
資金運用収益 355,257,881
（うち預金利息） （138,155,974）
（うち有価証券利息） （73,025,987）
（うち貸出金利息） （98,551,711）
（うちその他受入利息） （45,524,209）
役務取引等収益 11,485,818 
その他事業直接収益 39,316,000 
その他経常収益 9,528,660

（２）信用事業費用 51,637,599
資金調達費用 14,907,983
（うち貯金利息） （13,761,661）
（うち給付補填備金繰入） （815,708）
（うちその他支払利息） （330,614）
役務取引等費用 5,111,000
その他経常費用 31,618,616
（うち貸倒引当金繰入額） ( ▲ 6,063,080)

信用事業総利益 363,950,760
（３）共済事業収益 310,106,723
共済付加収入 292,550,990
その他の収益 17,555,733

（４）共済事業費用 21,618,689
共済推進費 7,824,431
その他の費用 13,794,258

共済事業総利益 288,488,034
（５）購買事業収益 1,754,382,419
購買品供給高 1,684,978,177
修理サービス料 44,555,402
その他の収益 24,848,840

（６）購買事業費用 1,558,050,207
購買品供給原価 1,466,361,292
購買供給費 26,526,920
その他の費用 65,161,995
（うち貸倒引当金繰入額） （5,627,610）

購買事業総利益 196,332,212
（７）販売事業収益 74,956,264
販売品販売高 3,164,778
販売手数料 58,134,228
その他の収益 13,657,258

（８）販売事業費用 21,489,772
販売品販売原価 3,233,975
販売費 8,926,267
その他の費用 9,329,530

販売事業総利益 53,466,492
（９）保管事業収益 9,902,245
（10）保管事業費用 10,636,077
保管事業総利益 ▲ 733,832

科　　　　目 金　　　　額
（11）加工事業収益 4,263,186
（12）加工事業費用 5,970,734
加工事業総利益 ▲ 1,707,548
（13）利用事業収益 169,931,280
（14）利用事業費用　 120,186,850
（うち貸倒引当金繰入額） (231,845)
利用事業総利益 49,744,430
（15）葬祭事業収益 62,782,973
（16）葬祭事業費用 56,414,935
葬祭事業総利益 6,368,038
（17）福祉事業収益 42,570,814
（18）福祉事業費用 37,572,640
福祉事業総利益 4,998,174
（19）その他事業収益 3,184,613
（20）その他事業費用 417,988
その他事業総利益 2,766,625
（21）指導事業収入 6,336,782
（22）指導事業支出 15,857,956
指導事業収支差額 ▲ 9,521,174
２．事業管理費 899,084,283
（１）人件費 668,831,761
（２）業務費 84,198,297
（３）諸税負担金 27,267,775
（４）施設費 115,084,937
（５）その他事業管理費 3,701,513
事業利益 55,067,928
３．事業外収益 30,556,398
（１）受取雑利息 360,427
（２）受取出資配当金 27,206,200
（３）賃貸料 1,254,370
（４）雑収入 1,735,401
４．事業外費用 72,000
（１）寄付金 72,000
経常利益 85,552,326
５．特別利益 65,486,320
（１）一般補助金 63,020,000
（２）その他の特別利益 2,466,320
６．特別損失 64,866,154
（１）固定資産処分損 1,576,379
（２）固定資産圧縮損 61,018,733
（３）その他の特別損失 2,271,042
税引前当期利益 86,172,492
法人税、住民税及び事業税 26,396,717
法人税等調整額 7,255,886
法人税等合計 33,652,603
当期剰余金 52,519,889
当期首繰越剰余金 336,730,602
目的積立金取崩額 7,255,886
当期未処分剰余金 396,506,377

『農業と地域に根ざし、地域社会と共存する ＪＡをめざして』



１
．「
地
域
・
利
用
者
か
ら
必
要
と
さ
れ

選
ば
れ
る
Ｊ
Ａ
バ
ン
ク
石
川
の
実
現
」

の
ス
ロ
ー
ガ
ン
の
下
、
総
合
事
業
と
し

て
の
収
益
力
向
上
を
目
指
し
、
資
金

ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
力
を
強
化
し
、「
集

ま
る
」
貯
金
を
核
と
し
た
顧
客
基
盤
確

保
に
努
め
ま
す
。

１
．
組
合
員
・
利
用
者
に
寄
り
添
い
、「
ひ

と
・
い
え
・
く
る
ま
」
の
総
合
保
障
の

提
供
を
通
じ
て
、
組
合
員
・
利
用
者
の

負
託
に
応
え
「
次
世
代
・
次
々
世
代
と

の
接
点
確
保
」「
人
生
１
０
０
年
3
世

代
」
長
く
・
広
く
・
深
く
安
心
と
満
足

を
実
践
し
ま
す
。

１
．
組
合
員
・
利
用
者
の
ニ
ー
ズ
に
対
応

し
た
コ
ス
ト
低
減
資
材
の
提
供
に
努
め

ま
す
。

２
．
組
合
員
・
利
用
者
の
生
活
向
上
を
図

る
た
め
、
安
全
・
安
心
で
良
品
質
な
購

買
品
の
供
給
に
努
め
ま
す
。

３
．
物
流
コ
ス
ト
の
見
直
し
を
図
り
、
経

営
の
健
全
性
確
保
に
努
め
ま
す
。

４
．
各
事
業
の
拠
点
・
運
営
の
見
直
し
を

図
り
、
基
盤
の
強
化
に
努
め
ま
す
。

１
．
農
業
・
農
村
・
Ｊ
Ａ
を
取
り
巻
く
環

境
が
一
段
と
厳
し
さ
を
増
す
中
、
令
和

元
年
度
か
ら
向
こ
う
３
か
年
の
農
業
分

《
基
本
理
念
》

農
業
と
地
域
に
根
ざ
し
、
地
域
社

会
と
共
存
す
る
Ｊ
Ａ
を
め
ざ
し
て

　

基 

本 

目 

標

○
「
農
業
者
の
所
得
増
大
」
と

　

 

「
農
業
生
産
の
拡
大
」
の
実
現

○
協
同
活
動
に
よ
る
組
織
基
盤
の

　

強
化
と
地
域
の
活
性
化

○
経
営
基
盤
の
強
化

１
．
協
同
活
動
に
よ
る
組
織
基
盤
の
強
化

と
地
域
の
活
性
化
に
努
め
ま
す
。

２
．
地
域
に
根
ざ
し
た
「
Ｊ
Ａ
づ
く
り
」

に
努
め
ま
す
。

３
．
経
営
基
盤
の
強
化
に
取
組
み
ま
す
。

４
．
農
協
法
改
正
を
踏
ま
え
た
業
務
執
行

体
制
の
強
化
に
取
組
み
ま
す
。

５
．
活
気
あ
る
職
場
づ
く
り
の
推
進
に
取

組
み
ま
す
。

　

信信  

用用  

部部  

門門

　

共共  
済済  

部部  

門門

　

購購  

買買  

部部  

門門

　

経
営
管
理
・
総
務
人
事
部
門

経
営
管
理
・
総
務
人
事
部
門

《施設整備計画》

⑴ 農業施設　設備の更新等

⑵ 富来支店

⑶ 志賀・土田地区

⑷ 不稼働資産の処分

令和元年度 令和２年度 令和３年度

カントリーエレベーター 除湿乾燥設備 トラックスケール 荷受関係PC

土田ライスセンター 自主検査装置
トラックスケール

籾摺プラント
貯留ビン

低 温 倉 庫 クレーン設備 空調設備

志 賀 農 機 セ ン タ ー 改修等について検討

志 賀 配 送 セ ン タ ー 改修等について検討

令和元年度 令和２年度 令和３年度

現Ａコープへの移転 改修 移転

現 富 来 支 店 取り壊し

令和元年度 令和２年度 令和３年度

店 舗 統 廃 合 検討　→　実施

不稼働資産については、順次処分する。
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門

営
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・
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部
門
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け
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践
し
ま
す
。

⑦　ＪＡしか　2019. ７

通 常 総 代 会



『農業と地域に根ざし、地域社会と共存する ＪＡをめざして』

ＪＡ志賀　地域農業戦略の枠組み

ＪＡしか　2019. ７　⑧

 １　 取組みの実践テーマ

　戦略は自己改革の基本目標である「農業者の所得増大」と「農業生産の拡大」及び「地域の活性化」に向
け、「生産振興対策」「担い手対策」を柱に、以下のとおり６項目に及ぶ主要実践テーマを掲げ、組合
員の皆様方と一体となって取組みを進めていくものとします。
　特に生産振興対策では、農地フル活用による「産地のブランド化」を目指すこととし、水田農業対策
では、主力品目である水稲を中心とした売れる米づくりや、転作作物との組み合わせを含めた所得確
保対策などの取組みを推進します。
　また、園芸振興対策では、能登野菜ブランドの特性を活かし、安全・安心な良質農産物の安定的確
保や「中能登直行便」による市場流通や直売所出荷など販売ルートを拡大し、有利販売に向けた取組み
を推進します。
　一方、担い手対策については、平成30年８月に設立した「ＪＡ志賀集落営農組織連絡協議会」によ
る活動を中心に、担い手農業者間の連携強化や農業経営基盤の安定化を支援し、また小規模農家や高
齢者・女性農業者などの多様な担い手に対しては、農産物づくりを通じ産地を支え、安定的な所得確
保を実現するとともに、夢と希望を与えられる取組みを実践します。

 ２　 実践期間

　令和元年度～令和３年度までの３か年を「ＪＡ志賀地域農業戦略」の実践期間とします。

ＪＡ志賀が目指す実践テーマ・目標

１．水田作物の振興
　主食用米の計画生産を徹底し、水田フル活用に
よる安定的生産により、農業者の所得向上を目指
します。

２．園芸作物の振興
　園芸作物の産地化をさらに進めるため、品目毎
に取組み内容の充実強化を図り、農業者の所得向
上をはじめ水稲との複合経営定着化を目指します。

３．担い手支援の強化
　集落営農組織や認定農業者等の担い手に対し、
ＪＡ事業の総合力を結集した支援や対応を行い、
農業者の経営安定化を目指します。

４．営農指導体制の強化
　生産現場へ出向く活動をはじめ、農業者ニーズ
を踏まえた情報提供や提案活動などの充実を図
り、営農指導体制の強化を目指します。

５．鳥獣被害防止対応の強化
　行政棟関係機関との連携により鳥獣被害防止対
策を強化し、産地の維持と農業者の営農意欲の保
持に努めます。

６．地域の活性化に向けた取組み
　地産地消や食農教育など地元農産物や環境資源
を活用した取組みを強化し、組合員・地域住民か
ら愛され、親しまれるＪＡを目指します。
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通 常 総 代 会

　

６
月
29
日(

土)

に
開
催
さ

れ
た
当
組
合
通
常
総
代
会
の

席
上
、
優
良
職
員
表
彰
が
行

わ
れ
ま
し
た
。

【
永
年
勤
続
20
年
】

　

土
田　

茂
樹

 
 
 

(

営　

農　

部)

　

西
村
美
智
代

 
 
 

(

富 

来 

支 

店)

　

前
田　

美
鈴

 
 
 

(

金
融
共
済
部)

　

藤
井　

裕
美

 
 
 

(

監
査
指
導
部)

永
年
勤
続

永
年
勤
続

　
　
　
　
　　

職
員
表
彰

職
員
表
彰

◆ 経営基本方針 ◆
　第 5次中期３か年計画の初年度として引き続き、組合員・利用者の皆様のニーズに応えるべく、
行政等関係機関との連携のもと、次の事項を基本目標として、経営の安定性や成長性を確保し、地域
に貢献できるJAを目指します。

施設整備計画
( 単位：千円 )

施 設 名 資産種類 内　　容 事業費
カントリーエレベーター 機械装置 除湿乾燥設備更新 100,000
土田ライスセンター 機械装置 自主検査装置・トラックスケール更新 25,000
低温倉庫 機械装置 クレーン設備更新 35,500
Ａコープ 建 物 他 富来支店移転のための改修 検　討

主要事業目標 　　　　　　　　　(単位：千円)

項　目 計 画 額
貯　金（平均残高） 44,880,000
貸出金（平均残高） 8,500,000
長期共済新契約高 13,500,000
年金共済新契約高 47,000
購 買 品 供 給 高 1,665,000
販 売 品 取 扱 高 1,390,000

損益計画　　　　　　　　　　　(単位：千円)
項　　目 計 画 額

事 業 総 利 益 908,986
事 業 管 理 費 895,000
事 業 利 益 13,986
経 常 利 益 44,186
税引前当期利益 44,186
当 期 剰 余 金 30,686

( ※不稼働資産については、順次処分を検討する。)

平成31年４月１日から
令和２年３月31日まで

◆ 重点実施事項 ◆
① 地域農業戦略の実践
② 自己改革の実践
③ 組織基盤・経営基盤の強化
④ コンプライアンスと内部管理体制の高度化
⑤ 人材の育成と確保

令和元年度　事 業 計 画

◆ 基本目標 ◆
① 「農業者の所得増大」と「農業生産の拡大」
　 の実現
② 協同活動による組織基盤の強化と地域の
　 活性化
③ 経営基盤の強化

基 本 方 針



『農業と地域に根ざし、地域社会と共存する ＪＡをめざして』

　
 

各
事
業
計
画　

重
点
実
施
事
項  

生
産
者
の
コ
ス
ト
低
減
支
援
に
努
め
、
人

材
育
成
・
技
術
向
上
を
図
り
、
組
合
員
に

信
頼
さ
れ
る
セ
ン
タ
ー
を
目
指
し
ま
す
。

○
自
動
車
事
業

　

組
合
員
、
ユ
ー
ザ
ー
の
要
望
に
応
え
る
為
、

系
統
利
用
に
加
え
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用

し
た
車
種
選
定
等
、
自
動
車
販
売
及
び
車
検

整
備
の
拡
充
推
進
に
取
組
み
ま
す
。

 

指
導
事
業
・
販
売
事
業

⑴
農
家
組
合
員
へ
の
情
報
提
供
を
は
じ

め
、
農
業
者
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
提
案
や

相
談
活
動
の
強
化
を
図
り
ま
す
。ま
た
、

営
農
指
導
員
の
専
門
知
識
習
得
や
ス
キ

ル
ア
ッ
プ
な
ど
人
材
育
成
に
努
め
、
営

農
指
導
体
制
の
充
実
を
図
り
ま
す
。

⑵
活
力
あ
る
地
域
農
業
を
実
現
す
る
た
め
、

集
落
営
農
組
織
間
の
連
携
強
化
や
法
人

化
の
支
援
を
図
り
ま
す
。
ま
た
、
認
定

農
業
者
や
新
規
就
農
者
の
育
成
・
支
援
・

交
流
活
動
な
ど
、
多
様
な
担
い
手
の
農

業
経
営
基
盤
安
定
化
に
努
め
ま
す
。

⑶
関
係
機
関
と
連
携
し
た
現
地
指
導
の
強

化
を
図
る
と
と
も
に
、
生
産
管
理
、
栽

培
履
歴
記
帳
の
徹
底
な
ど
、
安
全
・
安

心
な
農
産
物
生
産
と
販
売
強
化
に
努
め

ま
す
。

⑷
ブ
ラ
ン
ド
米
「
志
賀
米
コ
シ
ヒ
カ
リ
」

「
能
登
米
コ
シ
ヒ
カ
リ
」は
、
Ｊ
Ａ
自
ら

が
直
接
米
卸
と
価
格
交
渉
を
行
い
販
売

す
る
と
と
も
に
、販
路
拡
大
に
取
組
み
、

生
産
者
の
所
得
向
上
を
図
り
ま
す
。

 

利 

用 

事 

業

○
育
苗
セ
ン
タ
ー

・
主
食
用
品
種
で
は
、
疎
植
・
細
植
え
が

定
着
化
す
る
な
か
、
県
指
導
目
標
量
の

遵
守
や
適
期
播
種
作
業
に
よ
る
健
苗
生

産
に
努
め
ま
す
。（
＊
県
指
導
乾
燥
籾

重
量
目
標
：
約
120
ｇ
／
箱
）

・
播
種
同
時
薬
剤
使
用
に
よ
る
本
田
で
の

作
業
労
力
の
軽
減
や
、
高
密
度
苗
生
産

な
ど
、
低
コ
ス
ト
・
省
力
技
術
対
応
に

取
組
み
ま
す
。

○
共
同
乾
燥
調
製
施
設
（
カ
ン
ト
リ
ー
エ

　

レ
ベ
ー
タ
ー
・
ラ
イ
ス
セ
ン
タ
ー
）

・
主
力
品
種
の
コ
シ
ヒ
カ
リ
で
は
「
志
賀

米
」、「
能
登
米
」、「
慣
行
米
」
の
区
分

荷
受
に
よ
る
有
利
販
売
や
「
ひ
ゃ
く
ま

ん
穀
」
に
よ
る
作
期
分
散
対
応
な
ど
、

農
家
所
得
の
向
上
に
努
め
ま
す
。

・
円
滑
な
施
設
稼
働
は
も
と
よ
り
、
玄
米

色
彩
選
別
機
の
活
用
な
ど
、
良
質
米
の

安
定
生
産
に
取
組
み
ま
す
。

・
大
口
利
用
者
割
引
の
設
定
や
ス
タ
ン
ド

バ
ッ
ク
フ
レ
コ
ン
購
入
助
成
を
継
続
実

施
し
、
利
用
率
向
上
に
努
め
ま
す
。

 

福 

祉 

事 

業

　
〝
や
さ
し
さ
と
安
心
〞を
モ
ッ
ト
ー
に
組

合
員
や
地
域
の
皆
様
に
喜
ば
れ
、
地
域
で

安
心
し
て
暮
ら
し
て
い
た
だ
け
る
よ
う
、

こ
れ
か
ら
も
高
齢
者
の
方
々
の
生
活
を
支

援
し
て
ま
い
り
ま
す
。

管
理

⑶
組
合
員
・
利
用
者
の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ

等
に
応
じ
た「
ひ
と
保
障
」推
進
の
実
践

⑷「
い
え
・
く
る
ま
保
障
」に
お
け
る
保
障

内
容
の
拡
充
に
関
す
る
取
組
み

⑸
共
済
事
業
と
し
て
の
地
域
貢
献
活
動
の

取
組
み

⑹
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
態
勢
の
徹
底

 
購 

買 

事 

業

⑴
年
内
取
り
な
ど
仕
入
れ
時
期
を
検
討
し

た
予
約
購
買
の
推
進
強
化

⑵
農
業
ま
つ
り
お
よ
び
各
部
門
に
特
化
し

た
展
示
会
等
の
開
催

⑶
大
規
模
農
家
に
対
応
し
た
コ
ス
ト
低
減

資
材（
大
型
規
格
農
薬
等
）の
提
案

○
配
送
セ
ン
タ
ー

　

利
便
性
に
優
れ
た
自
己
取
り
拠
点
を
目

指
す
と
と
も
に
、
営
農
部
門
と
連
携
を
密

に
組
合
員
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
商
品
の
提

案
及
び
提
供
に
努
め
ま
す
。
ま
た
、安
心
・

丁
寧
な
配
送
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
ま
す
。

○
給
油
所

　

地
域
に
密
着
し
た
選
ば
れ
る
給
油
所
を

目
指
し
、
来
店
さ
れ
た
お
客
様
、
組
合
員

の
方
々
に
信
頼
と
安
心
を
提
供
し
ま
す
。

○
農
機
セ
ン
タ
ー

　

農
機
展
示
会･

安
全
講
習
会
の
開
催
、

 

信 

用 
事 
業

⑴
農
業
者
の
満
足
度
向
上
お
よ
び
農
業
所

　

得
向
上

①
メ
イ
ン
強
化
先
・
重
点
先
へ
の
定
期
的
な

訪
問
を
通
じ
た
関
係（
再
）構
築
・
強
化

②
事
業
性
評
価
を
通
じ
た
農
業
者
の
経
営

課
題
の
把
握
と
認
識
共
有
化

③
連
合
会
や
専
門
家
と
連
携
し
た
課
題
解

決
に
向
け
た
コ
ン
サ
ル
機
能
の
提
供
に

よ
る
所
得
向
上
支
援

⑵
商
品
・
推
進
戦
略

①
農
業
資
金
の
対
応
力
強
化

②
生
活
資
金
の
対
応
力
強
化

⑶
ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト
セ
ー
ル
ス
の
実
践

①
給
振
・
年
金
を
核
と
し
た
メ
イ
ン
化

⑷
将
来
を
見
据
え
た
店
舗
・
Ａ
Ｔ
Ｍ
の
再
編

①
店
舗
・
Ａ
Ｔ
Ｍ
再
編
計
画
の
策
定
・
実
践

⑸
内
部
管
理
態
勢
構
築
・
健
全
性
確
保

①
会
計
監
査
人
監
査
へ
の
対
応

②
不
祥
事
が
発
生
し
な
い
事
務
管
理
態
勢

の
構
築

 

共 

済 

事 

業

⑴「
ひ
と
保
障
」推
進
に
お
け
る「
型（
ひ
と

保
障
ベ
ー
シ
ッ
ク
）」の
確
立
・
進
化

⑵
３
Ｑ
訪
問
活
動
の
原
点
回
帰
と
未
加
入

者
・
未
保
障
分
野
情
報
の
積
極
収
集
・

ＪＡしか　2019. ７　⑩



⑪　ＪＡしか　2019. ７




